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緊急地震速報の本運用開始に係る検討会（第２回）議事録 

 

日時 平成１７年１２月１５日（木） １４時００分～１６時１０分 

場所 気象庁講堂 

 

出席者 

阿部 勝征   国立大学法人東京大学地震研究所教授 

今井 成价   日本百貨店協会常務理事 

（代理：関  淳弘 企画部企画調査グループマネージャー） 

牛島 雅隆   東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部安全対策部長 

内山 研二   (株)TBS ﾗｼﾞｵ&ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 編成局制作ｾﾝﾀｰﾆｭｰｽ担当部次長 

小嶋 富男   日本放送協会報道局気象・災害センター長 

谷原 和憲   日本テレビ放送網(株)報道局社会部社会担当副部長 

○ 廣井  脩   国立大学法人東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 

福和 伸夫   国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科教授 

細渕  功   八重洲地下街(株)常務取締役 

上総 周平   内閣府参事官(地震･火山対策担当) 

服巻 正治   警察庁警備局警備課災害対策室長 

安藤 英作   総務省情報通信政策局地上放送課長 

（代理：伊藤 康典 情報通信政策局地上放送課長補佐） 

金谷 裕弘   総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 

渡邊 洋己   総務省消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室長 

（代理：青木 信之 国民保護・防災部防災課国民保護室長） 

平井 明成   文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課防災推進室長 

三谷 泰久   国土交通省総合政策局技術安全課長 

宮本 博司   国土交通省河川局防災課長 

千葉 宇京   宮城県総務部危機管理監 

岩田 孝仁   静岡県総務部防災局防災情報室長 

加藤 文男   千葉県富浦町総務課長 

（○ 座長） 
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議事録 

 

事務局（西出） 

 ただ今から、緊急地震速報の本運用開始に係る検討会の第2回会合を開催いたします。 

本日は皆様ご多用中にも関わらずご出席いただきましてありがとうございます。 

 まず、検討会の委員の追加についてご報告いたします。第１回の会合で学校における情

報提供についての議論がございました。廣井座長と相談いたしまして、文部科学省大臣官

房文教施設企画部施設企画課防災推進室の平井室長に委員として加わっていただくことに

なりました。よろしくお願いいたします。 

 また本日は、今井委員の代理として関様、安藤委員の代理として伊藤様、渡邊委員の代

理として青木様にご出席いただいております。全員出席でございます。よろしくお願いい

たします。 

これからの議事は廣井座長にお願いいたします。 

 

廣井座長 

 それでは議事を進めさせていただきます。最初に配布資料の確認を事務局からお願いい

たします。 

 

事務局（関田） 

 （配布資料確認） 

 これから議事を行いますが、議事録作成の都合上、発言される際にはお名前をおっしゃ

っていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

廣井座長 

 議事に先立ちまして会議の運営について確認させていただきたいと思います。議事録に

ついては前回と同様、発言者の確認を取った上で原則として氏名も明記したものを公開と

するということにしたいと思います。また必要に応じまして、オブザーバーの方々のご発

言も求めたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 それでは議事次第に沿って議事を進めさせていただきます。まず前回の議事録の各案に

ついて、事前に委員の方々にお配りして、すでにご確認をいただいていることになってお

りますが、改めて事務局から説明をお願いいたします。 

 

事務局（関田） 

 既に一度委員の方々にはメールで前回の議事録をお送りし、ご意見をいただいて直した

ものでございます。いただいたご意見を全て反映いたしましたが、若干直し足りないとこ

ろ等あるかもしれませんので、ご確認いただきまして、この検討会が終了する前にもしお

気づきの点があれば事務局にお持ちいただければと思います。 

ご確認いただいて問題なければ、本日の検討会終了後に当庁のホームページからこの

議事録をこのままの形で公開いたします。 
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廣井座長 

 会議の終了後にホームページで議事録を公開するということですので、何かございまし

たら会議の終了直後に事務局の方にお話をいただければと思います。 

 次に本題ですが、前回は本当に色々なご意見をいただきました。そういうご意見を踏ま

えまして、「緊急地震速報の本運用に向けて」という文章をかなり修正いたしました。こ

の修正した文章につきまして事務局から説明をお願いいたします。 

 

事務局（関田） 

 資料１「第１回検討会及びその後における指摘事項とその対応（案）」 

資料２「緊急地震速報の本運用に向けて（案）」 

資料３「緊急地震速報利用マニュアルの作成等について（案）」 

についてご説明いたします。 

資料２が、前回ご議論いただきました「緊急地震速報の本運用に向けた基本方針」と

いう名称だったものを修正したものでございます。もし本日のご議論で、資料２につきま

してご了解をいただければ、必要な修正をした上で、この部分について、本日の検討会終

了後、報道発表をさせていただきたいと考えております。 

それでは資料の中身について、事務局の中山からご説明させていただきます。 

 

事務局（中山） 

（資料１～３の説明） 

（資料１について説明） 

・  「運用」と言いますと、どうしても情報提供を受けた方がさらにその情報を活用し

て何かをしなければならないかのような誤解を与えるというご指摘から、「運用」と

いう言葉を「提供」という用語に統一いたしました。ただしタイトルはそのままとし

ております。 

・  「特定利用者」「従属する者」の定義・概念が非常にわかりにくいというご指摘、

単に訓練をすれば良いと読めてしまうという問題、学校が特定利用者なら他の所でも

結構始められるのではないかというご指摘がありました。 

・  「従属する者」は施設等管理者・防災担当者・その他の従業員等、ある程度明確に

いたしております。 

・  訓練というのは当然必要ですが、それよりもまず特定利用者内で閉じた利用をして

いただくということや一般利用者とどれくらい接点を持ち得るか等について、改めて

特定利用者の定義をし直してございます。詳細につきましては後ほど資料２について

ご説明いたします。 

 学校につきましては、一般との接点がそれなりに多かろうということで一般利用者

として検討の対象にしたいということで整理をし直してございます。 

・  特定利用者として情報を受けていただいて、しかしその情報を一般に伝えなかった

ということの批判が生じ得るというご懸念については、緊急地震速報を先行的に運用

している趣旨を含めまして事前に広く周知するということが必要であろうという旨を

追記いたしております。 
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 ただ、そうは言っていてもなかなかご理解いただけないということもございますの

で、できるだけ早期に、一般利用者も含めた提供を行うべく今検討しておりますとい

う事を併記しております。 

・  一般利用者への提供につきましては、前回の資料で「基本方針」という名称が、緊

急地震速報を提供するにあたって全ての方針がそこに示されているという誤解を与え

てしまったという事務局の反省から、「基本方針」ではなく「本運用に向けて」とい

うタイトルに変更いたしました。さらに、このペーパーの性格が明確になるよう副題

を掲げました。 

・  一般利用者への提供時期の表記に関して、社会的混乱が非常に大きな論点となって

いて、平成１８年度中という明記をすることのご議論がございましたが、先程申し上

げましたとおり、早期に提供するということから、当面の目標として平成１８年度中

は引き続き明記をさせていただきたいと思います。ただし平成１８年度が過ぎれば全

部提供かというではなく、最終的には社会的混乱の回避等についての検討結果を十分

に踏まえて、この検討会、平成１８年の最後ぐらいに考えておりますが、その段階で

時期を最終的に判断していくということにしております。 

・  緊急地震速報を国民の方々にあまねく普及するという意味では、やはりいいことば

かりではなく、原理的な限界がどうしても存在するといった点、例えば直下型には間

に合わないであるとか、どうしても誤差があるといったことにつきましても、そうい

ったことも含めた社会的理解の醸成が必要であろうと言うご指摘をいただいておりま

したので、その旨を記述しております。 

・ 緊急地震速報、これは新しい情報ですが、国が防災に使っていくにあたってどういう

位置付けになるのかということが非常に不明確であると、情報に関わる責任の問題、

色々なルール作りを考えていく上では位置付けが不可欠ではないかというご意見をお

寄せいただきました。 

 現在、災害対策基本法に基づきます防災基本計画をはじめとして各種防災計画では、

緊急地震速報についてはある程度位置付けがなされているところでございます。今後

この検討会で検討の結果を踏まえて、防災基本計画等に具体的にその結果を記述して

いくということが必要である旨を追記しております。 

 以上７点を修正・追加・変更をしております。 

これを踏まえて資料２「緊急地震速報の本運用に向けて」をご覧頂下さい。 

（資料２「緊急地震速報の本運用に向けて」について説明） 

 前回の資料に無かった項目として、 

・ １２項：原理的な限界について、社会的な理解の醸成の必要性を述べております。 

広報という意味では報道機関の方々を始めとして、関係機関と連携して、様々なキャ

ンペーン等を通じて理解を図っていきたいという事を追記いたしました。 

・ １５項：国の防災計画上の位置付けを明確にすることを追記いたしました。 

・ 本委員会の検討結果の議論を踏まえて、関係者それぞれの役割を明らかにしながら具

体的に記述してゆくということでございます。 
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ちなみに、今の防災基本計画の記述につきましては、参考資料１の中に、防災基本計

画をはじめとした国の各種防災計画の中でどのように緊急地震速報が取り上げられている

かということを紹介させていただいておりますので、参考にしていただければと思います。 

防災基本計画のみならず、例えば東海地震対策大綱ですとか様々な政府レベルの大綱

に示されております。ナウキャスト地震情報などの古い名称になっているものもあります

が、すべて今の緊急地震速報について書かれたものでございます。 

（資料３「緊急地震速報利用マニュアルの作成等について（案）」説明） 

 

廣井座長 

前回は初回という事で自由なご意見をいただきました。前回の意見を踏まえて、資料

２「緊急地震速報の本運用に向けて（案）」がかなり変わっています。これについて議論

していただきたいわけですが、できれば検討会終了後に報道発表したいということなので、

特に資料２についてご意見をいただきたいと思います。 

資料２では特定利用者と一般利用者と分けています。特定利用者には先行的な提供、一

般利用者は提供するけれども解決すべき課題が多いので議論をしていくと。一般利用者に

ついては後で議論をしていただくとして、まずここでは特定利用者の問題についての議論

をお願いします。 

議論のポイントとしては、この検討会では当初から特定利用者と一般利用者を区別して

います。一般利用者については様々な課題があれば遅れる事があるかもしれないが、平成

１８年度末を当面の目標として情報提供するというように分けて考えることの是非、特定

利用者に対して先行的な提供を行うという考え方の是非、例えば学校は資料２の６ページ

の５．① ５．②のように「特定利用者と整理されるもの」となっていますが、この範囲

は事務局の分類でよいのかどうか。前回議論となった学校は事務局案では一般利用者とな

っていますが、特定利用者の範囲について議論をお願いします。 

 

千葉委員 

 宮城県で危機管理監をやっております千葉です。今回の整理で、学校現場における提供

は一般と整理し直された点についてです。 

宮城県は大規模地震の発生確率が高いということで住民の関心も高いものがあります。

我が県では様々なフィールドにおいて、具体的には病院・半導体工場・中小卸売団地・学

校・大学などに緊急地震速報を導入して検証実験しているところですが、その中でもっと

も高い関心を呼んでいるのが学校での検証実験です。 

具体的には長町小学校というところで実施していますが、ここが非常に高い関心を呼

んでいるのは、特に地方においては学校というのは地域コミュニティとしての情報発信力

が高いためです。そのため、子供たちがこのような情報を使って地震に対応する術を色々

学習しているということが親を通じ、それがまた地域に広く伝わるというような状況にな

っております。このように学校現場における実証実験というものは非常に高い関心を呼ん

でいます。長町小学校では緊急地震速報を受信すると校内放送で「今から何秒後に大きな

揺れがきます。皆さん避難行動をしてください。」という内容を屋内だけに限定していま

す。学校ですから、グラウンド等の屋外にも放送する設備はあり、学区外など近隣の住民
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も聞くことができるものですが、色々な事情があって流していません。ところが、地域住

民の方から、学校でこのような情報が放送されているようであるが、地域住民にも流して

ほしいという要望が実験に対して寄せられています。 

そのようなわけで、本県といたしまして今年さらに仙台市以外の３学校にもシステム

を導入し、実験を続ける計画があり、さらに関心が高くなることが予想されます。 

特定利用者、一般利用者という整理を行なうならば、学校をまるっきり特定利用者に分

類することはなかなか難しいと思いますが、まったくの一般利用者とは違うという事は十

分考慮する必要があるのではないかと考えております。反対に、一般利用者に対する啓蒙

活動の拠点として、学校における情報提供というものが非常に効果的で、これが増えてい

くならばスムーズな普及も図れるのではないかと考えます。 

 

廣井座長 

 いかがでしょうか。このあたりが悩みの種でいろいろ事務局とも議論したところです。

学校をどうするかということは非常に微妙な問題であるため、今回から文部科学省の平井

室長にお入りいただいてそのような点からのご意見を伺いたいと思います。 

ご承知のように緊急地震速報の先行事例のひとつであるメキシコのＳＡＳというシス

テムですが、これは学校の生徒に地震のＰ波をキャッチして大きな地震がくることを知ら

せるところからスタートした、という歴史的な経緯があります。そのため、学校はどちら

に入るのか難しいところです。平井さんいかがでしょうか。 

 

平井委員 

 確かに学校は扱いが難しいところがあります。昨今の様々な事件や地震災害など役割な

ど、地域の中で最も安全な場所は学校だということにならないか、といったように関心は

高いものがあります。 

一方で、現実はどうかというと、学校はハードもソフトも必ずしも十分進んでいると

は言いがたい状況です。例えば、ハード面では学校の情報化に関しては、校内ＬＡＮが整

備されている小中学校は半数にも満たないというようにかなり遅れています。また、ソフ

ト面では、学校におられるのは教職員がほとんどであり、消防の職員のようにきっちりと

避難誘導などが行えるかというと疑問が残ります。そのため、こういった新しい情報が入

ってくる事で学校が対応を求められる場合、避難の準備のための警報として受け取るのが

精一杯ではなかろうかと思います。 

そうすると、一般住民が緊急地震速報を避難の準備のための警報としてとらえるのと

おそらく同じレベルにしかならないのではないかと思います。ただ、学校の安全性を高め

るという観点からすると、こういったことはモデル的に実験を進めてノウハウを蓄積する

ということは現在も行っていますし、今後も広く行っていく必要があると思いますが、こ

ういった取り組みを先行的な提供の中でも読み取れるようにするべきであろうと考えます。 

避難の準備のための導入ということであれば一般利用としての整理ではいいのではな

かろうかと思います。一方で、この情報の導入によって事前に危険が伴う授業を回避でき

るということに活用するものを対象とするのであれば、病院の手術に対する対応と同じで
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あり、危険作業を事前に回避するための利用に限定するという意味では特定利用者に入る

のではないでしょうか。 

また、学校の普及啓発力という事を考えると、試験的な取り組みを推進するための窓

口を開けておくということが必要であるように思います。 

廣井座長 

いかがでしょうか。 

 

事務局（関田） 

 先ほど宮城県から学校で非常にいい実験をされていると我々も思っているところですが、

本検討会で仮に学校への配信が特定利用の先行運用とはならない場合でも、現在行ってい

るような学校への試験配信をなくすというわけではありません。試験という形で平井室長

からもお話がありましたように。モデル的に進めていくことについては引き続きやってい

ただくということで今後の議論を進めていただければと思います。 

 

廣井座長 

 いずれ一般利用者にも提供されるという事を考えると、学校の場合むしろモデル的な活

用はどんどん行っていただきたいというスタンスだと思います。 

ただし、学校にも情報伝達手段等々で格差があるという点や、資料２「緊急地震速報

の本運用に向けて（案）」でも＊印がついていますが、ＰＴＡなど不特定多数に伝わる蓋

然性が高いという問題があるため、他の一般利用であげられている不特定多数の人たちだ

けの伝達とは区別して、モデル的に進めていただいてかまわないというスタンスだと思い

ます。 

 

細渕委員 

 私ども地下街は、百貨店劇場等集客施設の施設管理者に対する伝達ということで特定利

用者に位置づけられています。私たちが緊急地震速報をいただくのは、防災センターにパ

ソコンを置いてそこに情報をいただくことになると思います。この情報をもとに防災セン

ターの職員が非常放送を使って地下街全体に情報提供する事になるのではないかと思いま

す。 

参考資料２『「地震時の心得」などの例』の１０ページのように、地下街では感震自

動放送設備という仕組みを作っており、３個の地震計のうち２個以上が１００ガルの振動

を検知すると自動的にエンドレステープによって情報が流れることになっています。これ

は主としてテナントの従業員に対して、火を消す、電気を消す、安全な場所に退避する、

利用者の避難を誘導する、ということになります。 

ただ、この非常放送を使うといわゆるお客様に対しても流れてしまうこととなり、こ

の限りにおいては特定利用者と一般利用者との取り扱い方をどうするかという問題が出て

くると思います。従業員のみに非常放送するわけにはいきませんので、施設全体に非常放

送を流す、そのためお客様など一般利用者についても通常から集客施設では「施設管理者

の指示に従ってください。」という周知がなされていれば問題は解決するのではないかと

思っております。 
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このような集客施設においては特定利用者と一般利用者が混在する中で緊急地震速報を

どういう風に取り扱っていくべきか、私は特定利用の扱いでいいと思いますし、一般利用

者が入ってきても一体的に取り扱う事が現実的ではないかと思います。こういう特定利用

者にだけ情報提供し、一般利用者には二次的情報は提供しないというのはケースバイケー

スではないかと思っています。 

 

廣井座長 

 一般利用者には提供しないというよりは、１年後程度には提供されるので、それまでは

周知徹底を図る。現状では混乱を引き起こす可能性があるので、集客施設では施設管理者

や防災担当者に伝達する。例えば、レストランなどは火を消せということには使えるが、

一般利用者には伝えない、というのが事務局の方針ですね。 

防災センターでは特定利用者と一般利用者を分けることはできないでしょうか。 

 

細渕委員 

 一体的にやった方が現実的ではないでしょうか。 

 一つの案としては暗号を使ってテナント従業員にだけ伝達することも可能かと思います

が、複雑で難しい仕組みだと本来の特定利用者がうまく活用できないおそれが出てきます。

特定利用者と一般利用者が混在するような場では、特定利用者への一つの情報提供の枠組

みのままで、一体的にかつ先行的に実施してもよいのではないかと考えます。 

 

廣井座長 

 他にご意見はないでしょうか。 

 

牛島委員 

特定利用者ということで、列車の緊急停止に活用するということになるわけですが、

今回の決定は提供を開始するという事が主旨だと思いますが、提供を受けた特定利用者が

どういう時期にどういう目的で活用するか、ということは特定利用者の判断に任せられて

いるのかどうか、ということを確認したいと思います。 

列車の緊急停止ということで、緊急地震速報をうまく受けられれば活用できるのでは

ないかと思っていますが、情報の受け取り方や実際のシステムの構築など、鉄道総研等と

共同で行われていると伺っていますが、これらを具体化していかなくてはならないという

問題点があります。具体的事例と挙げられているものがすぐスタートすると思われるのは

困ります。 

次に信頼性について、原理的な限界があるのは理解していますが、誤報がどの程度発

生しているのでしょうか。当社もＰ波検知ではないですが独自の地震計で緊急停止信号を

発報していますが、これで一旦止まると首都圏１００ｋｍ内の鉄道が全て停止することに

なります。また、運転を再開するのにも相当時間がかかりますので、誤報の発生確率を相

当程度小さくしないといけない。例えば私どもの地震計では１観測点に３点地震計を設置

して、２点以上検知してはじめて成立する、というようにしています。そのように色々課

題はありますが、使い方は利用者の判断にお任せをいただければと思います。 
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事務局（関田） 

 特定利用につきましては、利用の是非や利用方法については利用者の方が考えていただ

ければよろしいかと思っています。 

むしろ議論したいのは、情報の内容を良く知らない方も含めて広く国民の方に広く使

っていただくにはどうしたらよいのか、ということが本検討会の趣旨であると理解してお

ります。 

今回、とりあえず特定利用の分野で先に始める、逆に言うと、先に始めてもかまわな

い分野を特定利用と呼んでいるつもりですが、そういうところがあるだろうということで

整理させていただいた上で、それ以外の方々に提供するにはどうすればよいかをご議論い

ただきたいという考えています。 

 

廣井座長 

 前回欠席の方もおられると思うので、簡単に、試験運用中の誤報の件数について事務局

から説明願います。 

 

事務局（関田） 

 誤報があったことは事実ですが、１点だけの地震計を使った場合の処理結果によるもの

です。ただ、２箇所以上の地震計で検知した場合については誤報がないという結果が出て

おりますので、誤報を防ぐという観点では２箇所以上を使うということが回避策になるの

ではないかと思います。 

ちなみに、これまで３２０の提供を行ってきましたが、そのうち２０例誤報がありま

した。このうち初期段階にわれわれの運用がうまくいってなかった部分もあったため、運

用の見直しなども行った結果、最近はだんだん減ってきています。 

ただ、先日も京都でも誤報がありましたが、これは雷を拾った結果によるものです。

そのため、誤報を完全にゼロにする事はなかなか難しいですが、先ほども申しましたよう

に２箇所以上の地震計を用いるというロジックにすると誤報は出ておりません。 

 

廣井座長 

 観測点２点検知の場合は誤報がほとんどないこと、また震度５弱を予想して震度４程度

といったこともあるが、予想震度もかなり的中率が高い。ということで緊急地震速報の精

度は社会的に活用する上でかなりいいのではないかという感じがしています。 

 

事務局（関田） 

 精度に関する資料は前回検討会でも提出しておりますし、詳しい資料が必要であればい

つでも提出いたします。特定利用の方は利用の仕方によって求められる精度が変わると思

いますので、我々の情報の精度を見ていただいて活用のご判断を考えていただければと思

います。 

我々としては、一般国民の方へ情報を流すという観点からは、まだまだ十分な環境が

整っていないと思っていますが、特定利用者の方であれば、今の時点で提供してもいいの
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でないか、何らかの形で使っていただける状況にあるのではないか、ということが我々の

理解であります。 

 

廣井座長 

 今日はもう一つ大きな問題、一般向けの緊急地震速報の色々な論点についてご意見をい

ただきたいので、資料２「緊急地震速報の本運用に向けて（案」の部分、特に、 

 ・特定利用と一般利用を分ける。 

 ・特定利用向けには本格運用・提供をスタートさせる。 

 ・特定利用者の範囲は、細かくは放送局でのスタンバイなど 

・特定利用者の範囲は細かく分ければ多くなるが、概ね資料２の方針で分ける事がで

きるのではないか、 

以上の点についてご了解いただきましたでしょうか。 

 

上総委員 

 特定利用者と一般利用者の分類はこれでいいと思います。 

特定利用者かどうか微妙な案件の希望があったときには、誰がどう判断するのか、そ

の考え方を聞かせて欲しいのですが。 

 

事務局(関田) 

 個別の判断について、すべてこの検討会でお伺いすることはできないと思いますので、

基本的には気象庁で判断することになります。 

 ただし、今回の整理に書かれていないような想定外の希望があった場合には、検討会に

図ることもあると思っております。 

 

廣井座長 

 突飛なものが出てきた場合は検討会で検討するが、それ以外のものについては気象庁が

判断されるということで、よいでしょうか。 

 

金谷委員 

 特定利用者と一般利用者という主体で整理されていますが、特定利用者として受信した

機関が二次的に情報を伝える際、それが特定利用なのか一般利用なのかという部分で、受

信機関が責任を負ってしまう印象です。「特定利用」か「一般利用」か、というように利

用形態で整理した方がわかりやすいのではないかと思います。 

 

事務局(関田) 

 おっしゃるとおりです。実質的には利用形態で決めておりますので、特定利用者かどう

かもどのように使うのかをお伺いして判断することになります。資料２「緊急地震速報の

本運用に向けて（案）」のＰ６～７の書きぶりを見ていただきますと、使い方で決めてい

ることをご理解いただけるものと思っております。 
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事務局(羽鳥) 

 補足しますが、特定利用者か一般利用者か、全ての問い合わせにはっきりとイエス／ノ

ーで答えるのは厳しいと思います。ボーダー上のものはまだ試験的な段階で、モデル実験

としてやっていただくのが良いのではないか。特定に入らなければ緊急地震速報を提供し

ないということではなく、広範に考えて、試験運用としてやっていただいてその結果を検

討会に反映させていただくという考え方が良いと思います。 

 地下街についてもいきなり解禁というのではなく、たとえば八重洲地下街さんと協力し

てモデル実験をするようなこともありうるのではないかと考えています。 

 

廣井座長 

 国の機関・市町村等の公的機関、ライフライン等には当然提供すると考えて良いのです

か。 

 

事務局(関田) 

 ご要望があれば提供します。特定利用ということで例えばスタンバイのために使うとい

うことであれば提供します。 

 

廣井座長 

 資料２「緊急地震速報の本運用に向けて（案）」については、お認めいただいた、とい

うことで報道発表させていただきたいと思います。 

 次は２番目の大テーマに移ります。一般利用者向けの緊急地震速報についてご議論いた

だきます。 

 これについて、まずは論点について事務局から資料の説明をお願いします。 

 

事務局(関田) 

 （資料説明 資料４「一般向け緊急地震速報に関する論点（案）」 

       資料５「緊急地震速報の利用の心得について（試案）」 

  資料紹介 参考資料２『「地震時の心得」などの例』） 

 

廣井座長 

 資料４と５について、ご意見をお願いします。 

 

谷原委員 

 発表条件が震度５弱以上であるのに、発表内容として震度４以上の地域を付加すること

の意味を教えていただきたい。 

 

事務局(関田) 

 なるべく続報を出したくない、１回の情報だけにしたいという考えです。 
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震度予測には±１程度の誤差がありますので、最初に震度４と予測された地域が、その後

５弱と予測が変わる可能性があります。予測震度が４の地域もお知らせしておけば、その

場合でも２報目を出さなくて済みます。 

 

谷原委員 

 予測震度が４の地域が予測震度５弱になったときには、続報は出るのではないですか。 

 

事務局(関田) 

 予測震度３の地域が予測５弱になった場合には出ますが、４から５弱になった場合には

出しません。 

 

谷原委員 

 では、発表条件の予測震度５弱以上というのは、予測震度４から出すということですか。 

 

事務局(関田) 

 あくまでも予測震度が５弱となった場合に出します。最大予測震度が４までなら情報は

出さず、５弱になって初めて情報として出ることになります。この場合は、その段階で最

初の情報が出るので、やはり続報は出さずに済みます。 

 この条件（予測震度４の地域も含めて発表する）の場合と、予測震度が５弱以上の地域

しか発表しないとした場合と比べてどれくらい続報が増えるのか、今日はまだ準備できて

おりません。数字が出た時点で皆様にお知らせし、ご覧いただきたいとたいと思います。 

 

宮本委員 

 資料４「一般向け緊急地震速報に関する論点（案）」のＰ２（別紙１）の “⑥避難等

の対応が必要な地域をある程度限定できること”という条件はどういう意味でしょうか。 

 

事務局(関田) 

 震源とマグニチュードを聞いただけでは、一般にどの地域までが揺れるのかよく分かり

ません。“あなたの地域は大きな揺れになるかも知れませんよ”ということをわかるよう

にしたいということで、強い揺れの予想地域を明示して情報を出したいということです。 

 

福和委員 

 情報例には猶予時間の情報がまったく入っていません。これを入れると時間がかかって

しまいますが、これは「利用の心得(資料５)」の「余裕があれば火の始末」というのと矛

盾しています。余裕時間の情報がない場合は、どの辺りの地震ならどの程度の余裕がある

のかを、利用者側であらかじめ準備するなど相当周知徹底しておかないと使えないという

ことになります。 

 もう１点は、この情報の出し方はテレビやラジオでの伝達を念頭においているようです

が、資料２「緊急地震速報の本運用に向けて（案）」のＰ７の＊印にあるような相手（自
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社の設備や社員ために利用）に対しての情報の出し方は変わってくるものと思いますが、

その議論はいずれどこかでするのですか。 

 

 

事務局(関田) 

 ご指摘のとおりです。猶予時間についてお知らせできれば、それは重要な情報だと思っ

ておりますが、余裕時間は震源位置の精度などによって誤差が大きくなるので難しいと考

えています。一方で、なんとかそのような情報を伝えられないかという思いもあり、少々

矛盾した記述となっております。 

 後者の＊印のような相手について、例えば携帯電話・家庭への情報提供につては、特定

利用者を介しての伝達となりますので、どのような情報内容とするかはその当該特定利用

者・提供者と契約者との合意にお任せすべきと思っております。 

 そうではなくて、何も知らない状態で、テレビ・ラジオから情報を知る方々に対してど

のような内容をお伝えしたらよいのかを、議論したいと考えております。 

 

廣井座長 

 猶予時間について、試験運用の３２０以上の事例でチェックできませんか。 

 

事務局(関田) 

 やります。直ぐに調べてお出しします。 

 

廣井座長 

 谷原委員から発言のあった別紙２の発表条件について、発表条件は予測震度が５弱以上

と推定された場合ですが、発表内容は震央と予測震度５弱以上に予測震度４の地域も付加

する、といいうことですね。 

 

事務局(関田) 

 そういうことです。別紙２のＰ４の情報例で、破線の上が予測震度５弱以上、下が震度

４の予想地域となっております。 

 

阿部委員 

 この情報は長くて放送で流すには時間がかかる。震度５弱を発表する頃には揺れが到着

している。緯度経度を言う必要があるのですか。 

 

事務局(関田) 

 これは気象庁で出す情報として考えているものです。 

 これをどう伝えるかは別途考えるべきものだろうと考えています。それを気象庁にフィ

ードバックして情報内容を変更するということも当然あるだろうと思っております。これ

をそのままのとおり伝えていただきたいという意味ではありません。 
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廣井座長 

 気象庁の発表する情報を、テレビやラジオのメディアがどう扱うべきかという議論は第

３回の検討会で行なう予定ですが、震央が不要という点は、小嶋さんはいかがお考えです

か。 

小嶋委員 

 活字で示されたものを見ても議論にならないと思います。モデル的にどういうものにな

るのかをいう必要があります。 

 テレビなら地図に表示されるだろうし、ラジオなら単に県名だけにするなどもっと簡潔

にするしかないでしょう。 

 人間は目か耳で知るしかないので、視覚的にはこういう方法、聴覚的にはこういう方法

というモデルがあった上で詰めた方がよいです。そのためには、なにがしかの共同作業が

必要になるのではないかと思います。 

 また、デジタル化等のメディアや機器の進化を視野にいれて、重層的に考えていくべき

と思います。議論は簡単ではないだろうと思います。 

 

谷原委員 

 映像で伝えるのか音声で伝えるのかで、また既存の手段か新しいものかで大きく変わっ

てくると思います。音声でいうと、たとえばテレビのやり方・防災無線・駅のアナウンス

でそれぞれ言い方が異なると、一般ユーザーに不親切だと思います。 

 緊急地震速報が国の防災基本計画に載って来れば、放送業界だけに留まらない利用が出

てくることになると思っています。 

 音声の場合、資料５「緊急地震速報の利用の心得について（試案）」ですが、実際に伝

えられるのはせいぜい１行でしょう。広く使えるのは音声でしょうが、内容としては地震

があったことに何か一言付け加えられるかどうか。大事な情報から伝えていくしかありま

せんが、身の安全は伝え、火の始末は割愛するのか、家庭では「身の安全をはかって」、

地下街では身の安全よりも「殺到を避けて」を伝えるべきなのか、そういう議論が必要で

ないかと思います。 

 

廣井座長 

 この「心得(資料５)」は日常的な啓発的なものなのか、緊急地震速報が出た際に市民に

呼びかけるものなのか、両方なのか、どちらですか。 

 

事務局(関田) 

 日常の啓発的なものです。緊急地震速報を聞いたときはこのように行動して下さいと言

うことを、日頃から啓発していくためのものと理解しています。 

 

小嶋委員 

 テレビ・ラジオの場合、重要なので言っておきたいのですが、訂正の情報が出た場合に

テレビでそれを流せななかったとき、それは誤報ということになるのでしょうか。 

 １０秒の内に２回情報を出されても対応できません。 
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 出す方の気象庁は１回というつもりで出しているのか、訂正ありというつもりで出して

いるのかで、ものすごく違います。このような心配があります。 

 

廣井座長 

 ４５秒に緊急地震速報を出して、１２秒後に訂正を出している事例になっていますが、

そういう対応ができるのでしょうか。 

 

事務局(関田) 

 この情報例はあくまでも例で、メディアの事情をあまり考慮していないものです。放送

側としてはこのように出してほしいというご意見をいただいて、気象庁としても出し方を

考えますので、是非お知恵をいただきたいと思っています。 

 

上総委員 

 予測震度が５弱で出すという案ですが、地震の被害は震度５弱ではさほど出ない。その

場合に「強い揺れ」という表現でよいのかどうか。もう少し上の予測震度５強、あるいは

６弱からでもよいのではないかと思います。 

 資料５「緊急地震速報の利用の心得について（試案）」は、一般的な地震の心得として

使う方が、これをそのまま緊急地震速報の心得として出さない方がよいのではないかと思

います。 

 また、内容についても議論が必要です。この例では「ビルから離れる。」ことになって

いますが、例えば土木学会では「新しいビルの中に逃げなさい。」という啓発をしていま

す。 

 最後に、資料４「一般利用者向け緊急地震速報に関する論点（案）」で、予測震度に誤

差がつきまとうということになると、「強い揺れ」と伝えたのにさほどでもないと誤報と

いう捉え方もされうる。地震でなかったときが誤報としている部分もあり、言葉のいい回

しを整理するほうが良いと思います。 

 

事務局(関田) 

 議論いただきたい点ですが、一般的には震度５弱から被害が発生すると言われています

し、基準をあまり上げると情報が滅多に出ないことになります。オオカミ少年の心配はあ

りますが、普及・啓発の点である程度出た方が使いやすいという面があります。そこはご

議論をお願いします。 

 「心得」につきましては、その形態はともかく緊急地震速報を受けたときにどう行動す

べきかを示さなければならない。一般の地震に対する心得と同じならそれでも構いません。

この内容は本当のたたき台ですので、中身についてはご議論をお願いします。 

 また、ここで言う誤報は地震ではなかった場合です。 

 震度の誤差は±１くらいで、体感的にも個人差は１程度でしょうから、それほど違和感

はないだろうと思っています。２階級以上ずれるとこれは違うということになるでしょう。

情報を受けた方の違和感がないような表現をねらっています。 
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上総委員 

 予測震度が５弱の時は「強い揺れ」で、６程度の時は「非常に強い揺れ」というような

表現にすることはあり得ますか。 

事務局(関田) 

 そこまでの精度はないと考えています。大きな揺れの事例が少なく、現時点では見極め

るのが難しいです。 

 今後、精度が上がったり事例が増えたときにはそういう使い分けも当然あるだろうと思

っていますが、まず導入段階ではこれがギリギリという印象です。 

 

岩田委員 

 緊急地震速報を何のために使うかという点、混乱を防ぐだけなのか。人命を救うためで

あるとすると５弱という基準は小さ過ぎます。もう少し高めの設定でもっと絞り込んで出

した方が良いのではないでしょうか。 

 また、非常に短い間しかないので、例えばＡといえばＢという風に一つの行動パターン

をとる、短絡的にしないと使っていけないのではないかと思います。 

 予想震度と余裕時間が一番大きな課題で、これを整理しながら、利用の心得で“このよ

うに行動するのだ”ということを議論しなければ、実際の運用で使っていけないのではな

いかと思います。 

 

細渕委員 

 科学的に新しい仕組みを作り上げて、なるべく早くその成果を社会に定着させることが

重要であり、あまりタイトにしては使えなくなります。誤報をあまり恐れずに積極的に使

っていくべきと思います。 

 続報については、短い時間のことなので不要なのではないか、多少違った結果になって

も、現在と同じように結果はこうでしたと伝えることで国民は納得するのではないかと思

っております。 

 それから、オオカミ少年になっても良いのではないかと思っています。早く国民に定着

させるためには、心配事はあるものの、予測震度５弱は体験的に相当な揺れですので、発

表基準は予測震度５弱からでよいと思います。 

 またこの情報を周知していくときには、一般的な地震の心得に重なることもありますが

新しい緊急地震速報の心得として独自に啓発していくことに意味があると思います。 

 

廣井座長 

 どの位の予測震度で発表するかについて、いくつか議論があるようですね。 

 

牛島委員 

 先ほどの話に戻りますが、さまざまなチャネルで発表内容についての足並みをそろえる

というのは、そのとおりと思います。 

 実質的に人間が判断したり社内で伝達することとしていては間に合わない。気象庁から

の情報をできるだけダイレクトに発信できる仕組みが必要でしょう。 
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 また、こういうときにはこういう情報を伝えるというルールや社会的コンセンサスを作

っておくのが大事な点だと思います。 

 

 

関委員（代理） 

 発信基準に関して、例えば最大震度７の地震が起こった場合、震度４以上の地域は何箇

所くらいになるのでしょうか。揺れる地域が１２０カ所くらい出ていますと、自分の地域

が関係するのかどうか判断するのに時間がかかります。 

 できるだけ震度の基準は高くしていただいて、誰でもが瞬時に判断できる形で発表して

いただければと考えています。 

 

廣井座長 

 日本列島で、震度別に地震はざっくりと年間、何回くらい発生しているのかわかります

か。 

 

事務局(関田) 

 大体５弱以上は年１０回程度、５強は数回、５強以上は例が少ないので統計的に言いに

くいのですが、６弱は年１回か２回あるかないかというイメージです。 

 

服巻委員 

 震度５強や６弱を基準とした場合、たまにしか発表されないので普及するでしょうか。 

 

廣井座長 

 自治体の参集基準はどうなっていますか。５弱が多いのですか。 

 

金谷委員 

 自治体によっても違いますが、何らかのアクションを起こすのは震度４が多いようです。

消防庁でも震度４から第１次応急体制に入ります。全員参集するのは震度５強や６弱から

の自治体が多いと思います。 

 

千葉委員 

 今年の宮城県沖の地震では、最大震度６弱の地域では被害がゼロ、５弱や５強の地域で

被害がありました。一概に震度と被害は正比例するわけではないので、シグナルを出すと

いう点から、５弱という基準は妥当ではないかと思います。 

 また一生に１回も機会がないのでは普及しません。例えば津波注意報が出たら直ぐに逃

げるという指示をしていますが、オオカミ少年になることを恐れてはいけないと思います。 

 

廣井座長 

 今までの議論を聞いて、人的被害を基準にすると５強以上になるのかも知れませんが、

津波やエレベータの対応・普及啓発の面を考えると５弱が妥当かなと感じます。 
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上総委員 

 緊急地震速報をどう使って欲しいかということが論点になると思います。ちょっとした

被害もなくそうとするのか、いや人命だけは何とか救うことに焦点を当てるのか。 

 人命に焦点を絞ることだけが良いと言ったつもりはないのですが、ただ強い揺れという

情報を受けて、実際の震度が５弱のときも７のときもあるというのではまずいのではない

か。揺れについて強弱がある情報を是非早く出せるようにすべきというのが、一番言いた

かったことです。 

 今そういう技術レベルでないなら、５弱の基準よりも人命大事ということで基準を上げ

ても良いのではないかと思います。 

 

廣井座長 

 技術的にＰ波の段階で震度を予測するときに、震度５弱か７かの区別が本当につかない

のですか。 

 

事務局(関田) 

 新潟県中越地震のときには第３報でようやく震度７という予測が出せました。 

 第１報は「大きな地震があった」ということでしかありませんし、第２報で５強の予測、

第３報で７の予測では既に揺れが到着してしまっています。ピンポイントで震度７を予測

するのは難しいです。 

 震度５弱の地震は１０回程度とは言っても、各人が住んでいるところが揺れることは年

１回もないですし、津波と違って高台に逃げる訳ではありませんので、予測震度５弱でも

いいのかなと考えています。 

 

事務局(斎藤) 

 補足しますが、大きな地震の場合は地下の破壊が終わっていない段階で情報を出すこと

になりますので、最初の段階で５弱と７を区別できるかについて限界があることはご理解

いただきたいと思います。 

 

小嶋委員 

 これは一番大事な議論だと思います。 

 ７月の宮城県沖の地震で韓国ＫＢＳの会長がＮＨＫに来ておられて、２０階の部屋にお

られた時、ＮＨＫの震度計を元に“東北地方で地震がありました”というテロップが流れ、

その３秒位あとに揺れた。ちょうど、その時は地震対策の話をしておられたときで、大変

感銘を受けた。と聞きました。 

 私の経験でも、地震についての情報を受けてから揺れたという経験は２回位しかないの

ですが、きわめて限られた時間をどう使っていくのか、訓練が必要です。頭で理解しただ

けではとても対応できないと思っています。何回かそういう目に遭わないと対応できない

という面から、どのくらいの頻度があるのかは大事な点です。 

 また、津波予報を早くしたいという願いがありますが、津波警報が地震情報より先に出

ると、本当の津波なのかどうか疑問が生じて問題があり、緊急地震速報は早く出していた
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だく必要があります。近地の津波が発生するような地震はカバーできるだろうという点か

らも、発表基準が５弱以上は妥当ではないかと思います。 

 それから、予測震度の大きさで情報を二種類作るかどうかがあります。テレビ的にはグ

レードによって色を変えるなどといった研究の余地はあるだろうと思います。 

 

福和委員 

 基準を５弱から情報を出すのが良いと私も思います。 

 一つ検討いただきたいのは、 

  ・今どこにいるか 

  ・どのくらい揺れるか 

  ・どれだけゆとりがあるのか、 

この三つを軸にして、どういう行動をすべきなのかというマップを作らないと、ずい

ぶん議論が混乱すると思います。例えば津波が来る場所だったら家屋の外に逃げる、超高

層ビルであれば震度５弱でもとっても揺れるでしょう。 

 どこにいるかによって対処行動が違うから、その整理を是非しておいていたくようお願

いします。その時の対処行動は、命を守るためなのか、混乱を避けるためなのか、目的に

よって違ってきます。命を守るためなら震度６強以上の場合だけ、本当にひどいことが起

きる場合には、別の情報をもう一つ付加的に出すのが良いと思います。 

 そういう情報を出すには、今居る場所の耐震性の情報が必要になりますので、命を守る

ということからすると、今居る場所によって対処行動を変えないといけないという心得に

なります。揺れの強さに対する何らかの揺れの尺度と時間の尺度、何を目的にするかとい

うこと、そこの整理を是非次回していただけると良いと思います。 

 また、東海地震の観測情報が発表中で緊急地震速報を受けた瞬間、弱い建物の中にいる

人は即座に外に逃げる、といった使い方をされるはずです。万が一このようなときには、

ルールを超えて、一般の人を救うために利用することがあっても良いと思います。 

 

廣井座長 

 そこは私も気になっていた点です。東海注意情報が出た場合は特定利用だけではなく、

一般利用者への提供を開始していない段階でも、特例として扱うことができませんか。 

 

事務局(関田) 

 気象庁が出すだけではなく、放送等伝達していただく側との調整が必要で、なかなか難

しいという印象を持っていいます。 

 

廣井座長 

 次回にメディア等における緊急地震速報の使い方についての議論がありますので、考え

ていただければよいと思います。 

 時間が参りました。今日はこれで終了したいと思います。 

 発表基準を５弱以上にするのか５強以上にするのかについては、調整して事務局で案を

出していただくよう、お願いします。 
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 小嶋委員の発言にあった具体的なモデルの件は、谷原委員のところで一度作っておられ

ましたね。あのようなものを作るつもりはないでしょうか。 

谷原委員 

 検討します。 

 

廣井座長 

 そういうモデルのような形があると議論しやすいので、ご検討下さい。 

 では議論はここまでで終了とします。 

 

事務局(関田) 

 次回のスケジュールですが、当初の予定では次回に中間報告をまとめることになってい

ましたが、活発なご議論や事務局の不手際等で難しい状況です。お忙しい中恐縮ですが、

皆様にご了解頂ければ、第３回を１月末から２月上旬くらいに、年度末に４回目を行って

中間報告をとりまとめることとしたいと思いますが、宜しいでしょうか。 

(異議なし) 

 第３回の日程については至急調整いたします。 

 また今日いただいたご意見を踏まえて個別にお知恵を拝借に参ります。是非ご協力をお

願いいたします。 

 

事務局(西出) 

 廣井座長を初め、活発なご議論と貴重なご意見ありがとうございました。 

 本日ご検討いただきました資料２「緊急地震速報の本運用に向けて（案）」については、

これから訂正し公表したいと思います。 

 議事概要についても速やかに公表いたします。詳細な議事録については、前回同様作成

次第皆様にご確認いただいた上で公表いたします。 

 また、本日いただきましたご意見をもとに、特定利用者向けの準備を進めます。 

 一般利用者向けの情報についても整理いたします。次回の会議ではそういうものも併せ

て、中間報告の原案を示せればと考えております。 

 それではこれを持ちまして本日の会議を終了させていただきます。どうもありがとうご

ざいました。 

 

(終了) 


